様式１

参加表明書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　公立大学法人福井県立大学
理事長　窪田　裕行　様




申請者　住　　所：
名　　称：
代表者名：　　　　　　　　　　　　　　
（共同企業体の場合は、共同企業体名、および代表企業名を表記すること）






福井県立大学農産物県産化棟（仮称）整備工事に係る技術提案に参加表明します。あわせて、受審資格の確認を申請します。
添付の資料の内容については事実に相違ないことを誓約します。














　　　　　　　　　　　　　（連絡担当者）　担当部署：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　F A X：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E－mail：

１　参加者の概要
１－１　参加者（共同企業体の場合、設計業者）
	事務所の名称
	
	代表者氏名

	所在地
	〒

	電話番号

	
	
	本社所在地

	建築士事務所登録
	一級・二級・木造　建築士事務所
○○知事登録　第　　　　　号
登録年月日：　　年　　月　　日

	技術職員の所属数
	一級建築士：○○人
二級建築士：○○人


（注）
・建築士事務所登録通知書の写しを添付すること。
・参加者が単独企業の場合にあっては、「技術職員の所属数」には主に設計を担当する技術者の数を記載すること。１－２に記載する技術者と重複記載しないこと。

１－２　参加者（共同企業体の場合、施工業者）
	企業名
	
	代表者氏名

	所在地
	〒

	電話番号

	
	
	本社所在地

	建設業許可
	許可番号　　　　　○○○○○○　許可（○－○）　第　　　　号
許可の有効期間　　令和○年○月○日　から　令和○年○月○日　まで
建設業の種類



許可番号　　　　　○○○○○○　許可（○－○）　第　　　　号
許可の有効期間　　令和○年○月○日　から　令和○年○月○日　まで
建設業の種類




	福井県の
入札参加資格
	建築一式　Ａ等級

	技術職員の所属数
	一級建築士：○○人
二級建築士：○○人
１級建築施工管理技士：○○人
２級建築施工管理技士：○○人

	
	氏名
	生年月日
	所属営業所
	担当業種
	備考

	経営業務の管理責任者
	
	
	
	－
	

	建設業法施行令第３条に規定する使用人
	
	
	
	－
	

	
	
	
	
	
	

	主たる営業所および従たる営業所の専任技術者
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）
・建設業許可証の写し、福井県が発行する令和５・６年度競争入札参加資格決定通知書の写しを添付すること。
・「技術職員の所属数」で、建築士と建築施工管理技士の両方の資格を有する職員は、建築士として計上すること。（重複計上しないこと。）
・参加者が単独企業の場合にあっては、「技術職員の所属数」には主に施工を担当する技術者の数を記載すること。１－１に記載する技術者と重複記載しないこと。

２　設計および工事監理の実績、工事の実績
	
	建物
番号
	担当
事務所
	業務名・工事名
	発注者
	受注形態
	業務概要
	履行期間

	
	
	
	
	
	
	用途
	構造・規模
	

	設計および工事監理業務の実績
	記載例
	・代表者
・構成員
	○○○建設工事
基本・実施設計
	○○○
	単独
・共同体
（　　　）
	大学
	W-2
300㎡
	平成○年○月
から
平成○年○月

	
	１－１
	・代表者
・構成員
	
	
	・単独
・共同体
（　　　）
	
	
	

	工事の実績
	２－１
	・代表者
・構成員
	
	
	・単独
・共同体
（　　　）
	
	
	


（注）
・設計および工事監理業務の実績は、平成２１年４月１日以降に元請（設計共同体の場合は代表者に限る。）として契約履行が完了した、教育・研究施設、文化施設、社会福祉施設、産業振興施設、役場庁舎等の公共的施設、会社社屋・事業所等で、一の建築物として延べ面積２５０㎡以上の木質構造建築物の設計・工事監理業務実績（設計および工事監理を行った業務で、参加表明書の提出期限の日までに竣工しているものに限る。）を、１件記載すること。
・工事の実績は、平成２１年４月１日以降に元請（共同企業体の場合は代表者に限る。）として契約履行が完了した、教育・研究施設、文化施設、社会福祉施設、産業振興施設、役場庁舎等の公共的施設、会社社屋・事業所等で、一の建築物として延べ面積２５０㎡以上の木質構造建築物の新築等工事（参加表明書の提出期限の日までに竣工しているものに限る。）を、１件記載すること。
・参加者が単独企業の場合にあっては、「設計および工事監理の実績」と「工事の実績」の両欄に同一の建築物の実績を記載すること。両欄の記載が異なる建築物であった場合は、本プロポーザルの参加資格を認めない。
・業務の実績における対象施設は、新築等（新築、増築、改築をいい、改修を含まない。）とする。 
・発注者の欄には発注機関名を記載すること。
・受注形態の欄には、単独または共同企業体のうち該当するものに○をつける。共同企業体の場合は他の構成員を（　）内に記載すること。
・構造・規模は、「構造種別－地上階数/地下階数」および「延べ面積」を記載すること。
・共同企業体以外の場合には、担当事務所の欄は空欄とすること。
・業務完了・工事竣工していること、および、構造・規模が要件を満たしていることを確認できる資料（契約書および完成通知書、検査済証、完成図、テクリス・コリンズ竣工記録、等の写し）を添付すること。


３　受注した場合の業務実施体制等
３－１　配置予定技術者
	業務区分
	区　分
	氏　名
	法令による資格・免許
（名称、取得年月日、番号）

	設計・工事監理
	管理技術者
	○○　○○
	

	
	主任担当技術者
	総合
	○○　○○
	

	
	
	構造
	○○　○○
	

	
	
	電気
	○○　○○
	

	
	
	機械
	○○　○○
	

	
	工事監理者
	○○　○○
	

	工事
	監理技術者・主任技術者
	○○　○○
	

	
	現場代理人
	○○　○○
	――


（注）
・「管理技術者」「工事監理者」の定義は、「公立大学法人福井県立大学工事請負契約約款（設計施工一括発注方式）」による。
・「主任担当技術者」とは、管理技術者の下で各分担業務分野における担当技術者を総括する役割を担う者をいう。
・分担業務分野の分類は下記による。下記の分担業務分野を分割して新たな分野として設定してはならない。
・「管理技術者」、「工事監理者」および「主任担当技術者（総合）」は協力設計業者に行わせてはならない。

	分担業務分野
	業務内容

	総 合
	告示第98号別添一第１項において示される「設計の種類」における「総合」

	構 造
	同上「構造」

	電 気
	同上「設備」のうち、「電気設備」に係るもの

	機 械
	同上「設備」のうち、「給排水衛生設備」、「空調換気設備」および「昇降機等」に係るもの



・「監理技術者・主任技術者」は、実際に配置するいずれか一方のみを○で囲むこと。監理技術者にあっては、監理技術者資格者証を有する者であること。
・参加者が単独企業の場合にあっては、「監理技術者・主任技術者」は「管理技術者」「工事監理者」のいずれとも兼ねてはならない。
・参加者が共同企業体の場合にあっては、現場代理人は施工業者に所属する者であること。
・記載した全ての担当者について、資格証の写し、雇用関係が確認できる資料（健康保険証の写し、等）を添付すること。


３－２　組織体制および業務の実施方針

（注）
・組織と担当ごとの人数も記載してください。別紙Ａ４判縦１枚とする。作成の際は提出者を特定することができる内容の記述(具体的な社名など)を記載しないでください。


[bookmark: _GoBack]４　設計・工事監理における協力業者の名称等

	事務所名
	
	代表者名
	

	所在地
	

	協力を受ける理由および具体的内容
	

	分担業務分野
	

	
	



	事務所名
	
	代表者名
	

	所在地
	

	協力を受ける理由および具体的内容
	

	分担業務分野
	

	
	



	事務所名
	
	代表者名
	

	所在地
	

	協力を受ける理由および具体的内容
	

	分担業務分野
	

	
	



	事務所名
	
	代表者名
	

	所在地
	

	協力を受ける理由および具体的内容
	

	分担業務分野
	

	
	


（注）
・設計および工事監理業務の一部を再委託する場合には、協力設計業者の名称、再委託する理由および内容、分担業務分野等を記載すること。主任担当技術者の記載を求めない分野を再委託する場合においても記載すること。
・設計および工事監理業務の一部を再委託しない場合は、このページの最上段に位置する枠の中に「該当なし」と記載すること。
・工事における下請負については、記載することを要しない。
5
